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NY マーケットレポート（2016 年 2 月 15 日) 
海外市場では、米国が Presidents' Day（プレジデンツ・デー）の祝日で主要市場が休場となり、新規材料に乏しいものの、先週まで大幅下

落となった反動でドル円・クロス円は序盤から堅調な動きとなった。また、アジアや欧州の主要株価が大幅高となったことから、投資家のリス

ク志向の動きが強まったことも、円売りを後押しする要因となった。ただ、ユーロは、ドラギ ECB 総裁が追加緩和の可能性を示唆する発言を

したことを受けて、一時主要通貨に対して下落する場面もあった。 

 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 
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NY 市場レポート 
 

22：00 

ドル/円 114.16  ユーロ/円 127.63  ユーロ/ドル 1.1181 

 

22：00 

欧州株式市場・米株価指数先物 

欧州主要株価 株価 前日比 米株価先物 株価 前日比 
 

英 FT100 5836.40 +128.80 
ダウ 

先物ミニ 
16124 +211 

 

 

仏 CAC40 4135.67 +140.61 
S&P 

500 ミニ 
1883.75 +25.50 

 

 

独 DAX 9231.31 +263.80 
NASDAQ 

100 ミニ 
4077.75 +71.50 

 

 

(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

本日の米国市場は、Presidents' Day（プレジデンツ・デー）の祝日で、株式や国債 

のほか NYMEX を含む CME グループの各取引市場が終日休場となる。 

 

Presidents' Day（プレジデンツ・デー） 

Presidents' Day とは、建国の父 George Washington と偉大な大統領 Abraham Lincoln の誕生を祝う米国の祝日で、

毎年 2 月の第 3 月曜日となる。２人の大統領の誕生日が近い（リンカーン 2/12、ワシントン 2/22）ことから、まと

められたと言われている。 

 

George Washington 誕生日として 2 月 22 日が祝日（Washington's Birthday）だったが、1971 年より、米国の連邦

祝日として Presidents' Day となった。 

 

 

23：15 

≪ 要人発言 ≫ 

ドラギ ECB 総裁 

 

・「ECB は、市場の波乱で物価安定が弱まれば行動へ」 

・「必要に応じて、ECB は行動することを躊躇しない」 

 

 

ECB 公的部門購入プログラム 

          2 月 12 日・2 月 5 日・1 月 29 日・1 月 22 日・1 月 15 日・1 月 8 日  

公的部門・・・・・・・5700.5・・5573.3・・5441.7・・5296.5・・5156.7・・4999.0 

資産担保証券 ABS・・・ 178.1・・ 176.8・・ 175.9・・ 157.9・・ 154.0・・ 153.5 

カバード債・・・・・・1551.3・・1529.0・・1505.4・・1488.6・・1460.1・・1439.3 

（億ユーロ） 

 

 

≪欧州のポイント≫  

 

①EU 統計局が発表した 2015 年の EU の貿易黒字は 642 億ユーロとなり、前年の 133 億ユーロから急増した。エネル

ギーの輸入価格が急落したことが背景。輸入は+2％、輸出は+5％だった。最大の輸出国は引き続きドイツで、2015

年の貿易黒字は 2519 億ユーロと、前年の 2165 億ユーロから増加した。貿易赤字が最大だったのは英国。2015 年の

英貿易赤字は 1490 億ユーロで、前年の 1395 億ユーロから増加した。 
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②ポーランド中銀の運営理事会メンバー、ザイデル・クロウスカ氏は、中銀は必要なら為替市場に介入する用意が

あるとの考えを示したと報じられた。「変動相場制を採用しているので、基本的には介入しない。ただ、これはわ

れわれが為替市場の状況を注意深く観察していないということではない」と述べた。さらに「もし状況がコントロ

ールできず投機が行われていると判断すれば、介入する用意がある。外貨準備はこのためにある」と述べた。通貨

ズロチは年初来対ユーロで 3.3％下落している。 

 

③ドラギ ECB 総裁は、金融市場の混乱、もしくはエネルギー価格の下落がインフレ期待に影響を及ぼす事態となれ

ば、ECB は 3 月の理事会で政策緩和に踏み切る用意があると述べた。ドラギ総裁は欧州議会で行った証言で「ECB は

先ず、域外からの低インフレ要因が域内の賃金、物価形成、インフレ期待に及ぼす影響がどの程度強いのか検証す

る」とし、「次に、このところの金融市場の混乱を踏まえ、われわれの金融上の措置が金融システムを通してどの

ように波及しているのか、特に銀行を通した波及について検証する」と述べた。そのうえで、「これらのうち 1 つ

でも物価安定に対する下向き圧力となっていることが判明すれば、ECB は躊躇せず行動を起こす」と述べた。 

 

 

欧州主要株価 終値 前日比 

英 FT100 5824.28 +116.68 

仏 CAC40 4115.25 +120.19 

独 DAX 9206.84 +239.33 

ストック欧州 600指数 321.76 +9.35 

ユーロファースト 300指数 1267.57 +35.48 

スペイン IBEX35指数 8179.20 +258.40 

イタリア FTSE MIB 指数 17041.82 +526.95 

南ア アフリカ全株指数 49851.95 +1262.26 

(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

≪欧州株式市場≫ 

 

欧州株式市場は、日経平均株価が大幅高となったことや、ECB が資産買い入れプログラムの一環として、イタリアの

不良債権を買い入れる方向で協議しているとの報道を受けて、主要株価は軒並み大幅上昇となった。 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 
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≪ 欧州債券市場 ≫ 

 

欧州債券市場は、ユーロ参加国の高利回り国債が上昇し、ドイツ国債に対する利回りスプレッドは縮小した。また、

ドラギ ECB 総裁は、金融政策の効果が脅かされる兆候が見られた場合、ECB は一段の行動の用意があることを示唆し

た。これを受けてドイツ国債は一時の下げを消しプラス圏で終了した。 

ポルトガル 10 年債利回りは前週末比 20bp 低下の 3.54％、ドイツ 10 年債とのスプレッドは 330bp（11 日終値では

392bp）だった。スペイン 10 年債利回りは 3bp 低下の 1.71％、ドイツ 10 年債とのスプレッドは 147bp（11 日 170bp）

となった。また、イタリア 10 年債利回りは 4bp 低下した。ドイツ 10 年債は、前週末比 2bp 低下の 0.24％。 

 

 

主要株価 終値 前日比 高値 安値 

ダウ平均株価 休 場    

S&P500種 休 場    

ナスダック 休 場    

(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

≪米株式市場≫ 

 

米株式市場は、Presidents' Day（プレジデンツ・デー）の祝日で休場。 

 

 

主要通貨 NY終値 NY高値 NY安値 

USD/JPY 114.60  114.74  114.06  

EUR/JPY 127.83  127.92  127.36  

GBP/JPY 165.38  165.66  165.05  

AUD/JPY 81.77  81.98  81.60  

NZD/JPY 76.30  76.39  76.01  

EUR/USD 1.1156  1.1196  1.1128  

AUD/USD 0.7135  0.7167  0.7135  

(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

 

≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は、米国市場が休場となったものの、日本や欧州などの株価が大きく上昇したことから、投資家のリ

スク志向の動きが強まり、円を売る動きが優勢となった。ドル円・クロス円は終盤まで堅調な動きとなった。 
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(出所：ブルームバーグ) 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 
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